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1.「 国際主義」と「地域主義」の文脈

歴史のダイナミズムの諸相を分析する際に、 「チャレンジ」と 「レスポンス」というとらえ

方がある。近代 日本の対外思想も 「チャレンジ」と 「レスポンス」という角度からながめてみ

ることもひとつの方法であろう。例えば、明治初期の 「黄禍論」にも、19世 紀の半ばころ欧

米列強の東アジア進出がこの地域に災厄をもたらすという 「白禍」に対するレスポンスとみな

すことも可能である。日本、中国そして朝鮮の共通の苦悩に対処するために、一種の連帯感情

が生 まれてくる。それが 「アジア主義」と呼ばれるものの原型ということができる ω 。した

がって、それは心情的なもので、防衛的な性格のものであり、そこには日本が盟主となって他

の二国を統率するというよ り、平等な立場での連帯が基本であった。しかし、こうした平等主

義を志向する思想は対外政策のイデオロギーとしては表出しなかったように思われる。

例えば、日露戦争直後、満鉄総裁であった後藤新平が対等な立場での日清同盟を核心とする

「大亜細亜主義」をとなえたごとがあるが、伊藤博文はこれを次のように書いている。 「所謂

大亜細亜主義 トハ抑々何 ゾヤ、此 ノ種 ノ論法ヲロニスルモノハ、深ク国際間の情誼ヲ察セズ、

動モスレバ軽率ナル立言ヲ為スガ故二、忽チ西人 ノ為メ誤解セラレ、彼等ヲシテ黄禍論ヲ叫バ

シムルニ至ル」`2)。 すなわち伊藤は平等主義的なアジア連帯論であっても、政策として打ち

出すことは欧米の列強をして 「黄禍論」の反発を引き起 こすことになり困難である、と指摘し

ているのである。

平等主義を志向する 「アジア主義」 というものを打ち出すことを困難とした今ひとつの理由

は、朝鮮の併合であったと考えられるが、いずれにせよ、こうしたタイプのアジァ主義をいっ

ぽうの理念型一 「平等」志向のアジァ主義 とすれば、他方の理念型は 「盟主」志向のアジァ主

義である。この 「盟主」志向のアジァ主義は第1次 大戦期に形成 されてくる。この 「盟主」志

向のアジア主義は、 「東洋盟主論」あるいは 「日本盟主論」といった主張がそれであるが、そ

れが大東亜共栄圏といった1930年 代の対外論に直結 したわけではない。1920年 代は東

洋盟主論タイプの対外思想は影響力を持ち得なくなるのである。そのひとつの理由は、20年

代がいわば 「国際主義」の時代であったことである。"ウ ィルソン主義"と 称される、国家間

関係の平等 ・互恵、通商の自由といった国際原則が貫徹され、経済的相互依存関係の深まりや
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貿易 ・交通のネッ トワークの拡大が平和 と安定を保障するという考え方である(3}。 これを 「

国際主義」(あ るいは「普遍主義」)と呼ぶならば、「国際主義」の浸透ゆえに、国際連盟規約やワ

シントン会議条約 といった国際規範が信頼性を獲得 し、地域主義的な発想の成長を抑えていた

と言えるだろう。

「国際主義」の浸透は20年 代の対外政策 としての対英米協調路線に相応 しているが、この

「国際主義」の原理が貫徹される世界ではなく、近隣国家間の地域的結束によって日本の生存

をはかろうとする対外政策論を本稿では 「地域主義」と呼んでいる。しか し、 「地域主義」の

主張は反米英路線を必ずしも意味 しない。米英協調路線(す なわち 「国際主義」)を 保ちつつ、

「地域主義」による生存と安全の途を模索するという政策論が、少なくとも1930年 代末ま

での 日本外交の特徴を反映 した現実的なものであったといえよう。本稿は上述の意味での 「地

域主義」と 「国際主義」の交錯 と格闘こそが戦時日本の対外政策論の基軸を成していたことを

示そうとする試みである。

2.「 東亜新秩序」外交と 「地域主義」

1929年 の世界恐慌は 「国際主義」を支えていた諸条件に打撃を与え、とくに各国は恐慌

克服のために経済のブロック化に躍起 とな り、20年 代に築かれた自由な通商と相互依存関係

の深化が平和と安定をもたらす という対外思想は国際的にも影響力を低下させる。すなわち 「

地域主義」の時代に突入してゆくわけであ り、国際連盟規約やワシン トン会議条約に体現され

た 「国際主義」に対する信頼性が失われて行 く。

日本においても例外ではなく、連盟脱退の前後には 「日満ブロック」論や 「東亜モンロー主

義」論が盛んに喧伝される。日本においても 「地域主義」という言葉が、実際に用いられるよ

うになる。満州事変後、国際連盟規約やワシントン会議条約に体現された1920年 代の 「国

際主義」を継承 しつつ、満州国の正当化のために、あるいは日本と満州国の 「特殊関係」を国

際的に承認させるための論理構築が多くの知識人によってなされるが、その代表格が蝋山政道

(東京帝大教授)で あり、彼の議論のキーコンセプ トが 「地域主義」であった。

蟻山が 「地域主義」の名称を最初に用いたのは、連盟脱退後の1933年 末に書いた論文で

ある。蝋山は連盟との関係を再構築すべきであるとする前提で、 「アジア ・モンロー主義」の

如き主張に国際的賛同者がない場合には、 「何等世界的意義を有する主義政策とはなり得ない。

この意味に於いて、太平洋に於ける地域的平和機構の問題 とこれに関連する国際連盟の極東地

方組織の問題が実際問題 として考慮されねばならぬ。これらの地域主義の意義は、国家又は国
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民 との相互関係の規律に於いて地域的条件の有する特殊事情を考慮 しなければならぬと云ふ一

点に尽きる」という{4)。 「特殊事情」とは 日満関係 を指していたが、満州問題は結局、国 際

連盟の下における 「地域的平和機構」によって解決すべきである、という主張であった。蝋山

は 「国際主義」の名称こそ用 いなかったが、国際連盟規約やワシントン会議条約という規範を

普遍的なものとして容認 しつつ、それに適合する 「極東地方組織」の確立を提唱するのである。

換言すれば、 「国際主義」の枠内における 「地域主義」の主張であった。

しかし、日中戦争を契機として蛾山の 「地域主義」は変貌する。国際連盟規約やワシントン

会議条約を基礎とする 「現行国際法秩序」は、蝋山にとって受け入れ難いものとなる。それは

なぜか。蟻山は国際秩序を導 く原理としてのナショナ リズムの相対化の視点を提出する。東洋

は西洋の「ナショナ リズムがコッピーされる地域ではなかった」として次のように説明する。

「… 元来、民族主義なるものは国際的秩序の構成原理として完全なものではなくその一

つの原理に過ぎない。 … 換言すれば近代欧州の国際的秩序が民族主義の原理によって成立

し、従って民族的な主権国家の概念がその指導力を有っていたのは、近代の産業革命によって

促進されて来た資本主義の発達が一定の限界に止まっており、大体において封建制度の打破又

は統一によって成立 していた国家的領域とその機能的範囲を同うしていた間に限られるのであ

る。」(5)

こうしたナショナ リズムの限界にもかかわらず、第一次大戦後の連盟やワシントン体制を通

じて、西洋は東洋をその 「普遍的システム」内に取 り得れようと企て、 「東洋を東洋として認

める地域主義」を排除 したのであるという。なぜならば、東洋が東洋として結合するよりも東

洋が民族的に分立することを利益と感 じたためである。しかも、国民党の中国は、西欧ナショ

ナリズムを 「平和と建設」そして 「統一 と進歩」のための原理として受容し、日本との提携を

拒否 して国民革命に遭進 し、 「独自に国民国家たらん≧し」、さらには西欧帝国主義の支援の

下に日本と衝突一日中戦争にいたった という(6)。

1938年 に東亜新秩序構想が発表されると、蝋山の 「東亜新秩序」論は、もはや国際主義

とは明らかに決別 した地域主義となる。では、西欧近代のナショナリズムを超える 「地域主義」

の原理は何か。蝋山にとって日中戦争は、文化的異質性を前提としつつ、東アジァの諸民族が

「協同関係に立って地域的協同体」を構築するための戦争であり、そこには主権国家間の平等

の概念は適用されない。 「地域的協同体」(東 亜協同体論)と は、国際主義の名のもとに 「世

界の不均衡なる地域的構成を無視し、民族国家の相互関係を原子論的に解体」してしまった欧

米帝国主義の推進力 となった、近代ナショナ リズムを克服するための論理であった。 したがっ
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て、こうした 「地域主義」の論理 を推し進めれば、日中戦争が米英帝国主義との衝突に発展す

るのは必然的であった。

こうした蝋山に代表される議論 と 「対照歯」な 「地域主義」の構想が、日中提携論を軸とし

た石橋湛山の経済新秩序構想であった ω 。石橋の日中提携論は経済ブロックやアウタルキー

の形成を意味せず、 「満州及び支那の門戸開放」の原則こそが 「東亜新秩序」の核心に据えら

れねばならなかった。それは 「東亜独 占主義を方針とする時は、東亜の利益は或は多く我が国

に得られるかも知れぬ」が、「東亜以外の世界は我が国に対 して鎖される」からであった。この

石橋 の主張が蟻山 ら 「東亜協同体」論者の主張 と異なるのは、井上寿一氏が指摘するように 「

反帝国主義」をその核心 においていない点であった。すなわち、東アジアにおける欧米帝国主

義や植民地主義に挑戦するのではなく、「列国に其の植民地の通商を開放せしめる等の方法に依

り、より自由の貿易を営み得る世界を実現」することが日本の生存の途であると説く〔8)。

蝋山と石橋の議論を 「対照的」 と評 したのは、前者が米英との衝突を必然とみなすのに対 し

て、後者は対米協調を可能とみなしているからである。1930年 代後半の日本外交一 「東亜

新秩序」外交の運用において最も重視されたのが対米協調であり、日米戦争は 「東亜新秩序」

外交の必然的帰結ではなかった。つまり、石橋の議論が、現実に展開されようとしていた 「東

亜新秩序」外交に即 したものであった 〔9)。

例えば外務省通商局は、 日中戦争勃発後、アメリカ資本を含む第三国資本を排除するもので

はなく、中国大陸の開発のためには 「広ク世界 ノ生産力 ト技術 トノ参加ヲ得ル必要」があり、

その点からも 「商品市場 トシテノ東亜ハ全ク日本モ平等ノ条件二於イテ全世界二開放シテ可ナ

リ」と説いていた。こうした通商局の開放経済体制論の背後には、 「現在ノ如 く、交通、通信

の発達ヲ見タ世界二於イテハ到底封鎖経済ハ成立 タナイ … 世界ハ既二素朴ナ封鎖経済二立

帰ルコ トノ不可能ナホ ドニ、経済的相互作用ヲ深 ク営ンデヰル」という認識が存在した αo,。

すなわち、1920年 代の 「国際主義」を支えた相互依存関係の深化と、交通ネットワークの

尭展が断絶することなく、なおも不可逆的な過程 として継続 してぴると認識されているわけで

ある。

しか し、通商局の議論は1920年 代の 「国際主義」に回帰することを提唱しているわけで

はない。30年 代における恐慌克服のための措置 としてブロック経済体制の必然性は認めつつ

も、経済ブロック化 とは 「国際的 自由経済ノ小地域化デアリ編成替ヘデアル」という。これを

通商局は 「新国際関係調整体制」 と規定し、その意義について排他的アウタルキーではなく、

自由経済を基調とする国際分業体制を新たな角度から再編成することであり、他のブロックと
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の多角的貿易協定の締結をも想定したもので、それは恐慌克服のための一時的な措置ではない、

と説明している。この 「新極東経済秩序」ともいうべき構想は、日中関係にも言及している。

すなわち、両国は 日本の資本 ・技術、中国の資源 という特性が相互補完関係をつくりだし、また

地理的近接性によって物資交流が低コス トであるがゆえに、日中提携は必然である、とαn。

こうした議論は、1920年 代に高橋是清蔵相が説いた日中経済提携論の通ずるものがある。

高橋は、日本の資本 と中国の資源、日本の工業力と中国の労働力をそれぞれ結合させた 「東亜

経済力」が確立されるならば、英米の東アジアへの資本進出に対抗できるものとし、それを可

能にする条件として利権的要求や内政干渉的態度の抑制、軍事施設の撤去を求めたものであり、

それはワシントン体制下の政治的 ・経済的の国際枠組に適応する構想であった{12⊃。

他方、1930年 代の 「地域主義」の主張には、政治的にも極端な 「日本盟主論」は比較的

少なかったといえる。蝋山の東亜協同体論はもちろん、有力な地域主義構想であった 「東亜連

盟論」は、盟主論的な主張には与せず 「日本は然 し連盟の精神に尊ひ、断 じて領土的野心を持

っべきでなく、独立さる諸国家の連盟加入も強制によらず一つの自発的意思に依るべきである」

`13}と説いていたのである。

3.ド イツ地政学のインパクトー 「生活圏」論への旋回

ドイツ軍が欧州大陸を席巻 し、三国同盟交渉も開始されていた40年8月 、内閣情報局は、

「思ふに各国が自由に物資を交易 し得ることを建前 とする自由貿易の世界経済は巳に旧秩序と

して我々の眼前に崩壊 しつつある」と述べた。それは自由な交易やネッ トワークの拡大を前提

とした外務省の開放的な経済体制構想の基盤が失われつつあることを意味していた。独伊との

提携が外務省通商局の開放的経済新秩序の構想の基盤をいかに掘り崩 したかは井上氏の研究に

明らかであるが、対外思想 としても開放的な 「地域主義」の構想を押 し流し、閉鎖的かつ独善

的な主張に急旋回させた大きな要因は、日独伊三国同盟 とドイツの地政学(Geopoltik)の 受

容であった。ここでは ドイツ地政学のインパク トを取 り上げてみる α4)。

Geopoltikを 「地政学」と翻訳 し、その意義を最初に論じたのは恐らく飯本信之であった。

1925年 に刊行された 『地理学評論』に 「入種闘争の意義と地政学的考察」を寄稿 した飯本

は、日露戦争後の 「黄禍論」あるいは第一次大戦後の移民問題をめぐる日米対立に潜む人種問

題を、アジア人種の 「生活空間」確保の論理に読み替えたうえ、その本質を 「自禍」に対する

「有色人種の自覚」の問題としてとらえる{15} 。さらに1928年 には飯本は、ラッッエルか

らチェーレン、ハウスホーハーにいたるゲオポ リテイクの「生きた学問」としての発展を紹介し、
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人文地理学や自然地理学から分離 を主張する(16}。 国際連盟脱退の年に刊行された阿部市五郎

『地政治学入門』は最初の本格的な ドイツ地政学の紹介の書であった。阿部によれば、日本の

連盟脱退やロン ドン経済会議の失敗にみられるごとく 「インターナショナルな思想はもはや空

想的」 となリ、世界民族はアウタルキーやブロック経済に立てこもらんとしている。人口過剰

で 「空間なき国民」である日本 とドイツは、空間を拡張 し、「国家の繁殖」のために植民地を領

有することは当然の権利であると主張する(切 。

日中戦争の勃発以後、地政学は政策科学として独自の役割を 「生活空間」の国際的配分につ

いての 「不正義」を摘発する理論 として評価されるにいたる(18)。 「持たざる国」の論理を背

後で支える理論的な役割をも果たすことになる。1939年 には 『新独逸国家体系』(全13

巻)の 一つにハウスホーファーのGeopolischeGrundlagenの 翻訳が組み込まれたのをはじめ、

ドイツ地政学の基本文献が次々と翻訳紹介されて行く(19)。 ドイツ地政学の翻訳書の氾濫は、

欧州大戦の勃発、独軍の電撃的攻勢、三国同盟の締結による東西 「新秩序」の相互承認といっ

た国際関係の変動がその背景となっていたことはいうまでもない。

開戦直前の1941年 秋に発足 した日本地政学協会は、海防義会理事長上田良武(海 軍中将)

を会長とし、飯本を常務理事に、東京地学協会の主要メンバーのほか、地政学に関心をもつ学

者、研究者を広く抱合 していた。協会規約は、 「本会は地政学を研究し特に日本及び其の生活

圏を中心とする陸海空間を地政学的に調査研究 して我が日本の高度国防国家建設の国策に寄与

するを以て目的とす」とうたい、 「国防国家建設」という国策に資する 「政策科学」としての

意義 を明確に打ち出 していたのである(20}。 機関紙 『地政学』は、地政学に関する最も影響力

あるメデイァとして1944年 末まで発刊が続けられる。

ところで、この地政学が果た した重要な機能に、40年8月 に提出された 「大東亜共栄圏」

構想の理論的な正当化 という作業がある。すでに指摘されているように、対外思想の面では日、

満 ・支の結合を考える理論は存在 しても、歴史創造の主体として南方圏(東 南アジァ)を 想定

した思想はかつてなく(2n、 この地域を含めた 「共栄圏」構想をいかに 「科学的」に説明し、

また 「論理妥当性」を付与 して行くか、という課題は知識人にとってきわめて困難な作業であ

った。そしてこの課題に応えうる 「理論」として登場するのが地政学であった。すなわち、多

様な文化と人種を抱合する 「大東亜共栄圏」の地域的統一性を合理的、科学的に説明できる 「

理論」が地政学であった。

南方圏を含めた大東亜共栄圏を合理的、科学的に説明するという作業にあらゆる知性を動員

する必要に迫られたとき、地政学はその 「政策科学」としての性格のゆえに、ほとんど唯一の
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「理論」とな り、日米開戦前後には「官民が一致 して地政学へと急いでいる」(22】という状況を

呈するにいたるのである。

それらの多くは、イン ド洋と太平洋の分岐点であ リ、南方戦略の重要拠点である 「濠亜地中

海」と呼ばれた海域を中心に展開されるものであり、典塑的な 「理論」は次のようなものであ

った。まず、人種的には 「濠亜地中海」には、仏印の安南人、インドネシア人、蘭印のマレー

人、ジャワ人、ネグリー ト、タイ人、セマングなどが混在しているかにみえるが、彼らはこの

地域に自生していたのではない。古代にこの地域が大陸に連結していたころ、大陸より移動し

てきたのであ り、元来同一人種なのである。さらにこの圏域は、半島部と群小諸島に分断され

ているかに見えるが、群小諸島部は元来陸地であり、氷河期以降に沈降 したものである。また、

半島部も群小諸島部もその生活形態が周縁的特徴 をもち、半島部は内陸に指向するよりは 「濠

亜地中海」を中心 とするアジアの 「必然的統一性」に分裂的景観を与えている要因が、南方地

域の植民地化をもくろむ欧米勢力の介入である。欧米地域の政治支配は、この地域に 「資本主

義的偏奇生産」をもたらし、 「偏奇生産の発達はこの地域本来の性質を破壊 し、その必然的統

一性とアジアへの連結性 を弱め」ている。ここに南方作戦の目標は、 「濠亜地中海」圏を核と

する南方圏を欧米の搾取か ら救 い出し、本来のアウタルキー的農業社会への復帰を準備するこ

とである一(23}。

こうして、南方圏を論ずる地政学者は、1930年 代のブロック経済から広域経済への歴史

的運動の必然性 を前提 としつつ、南方占領地の拡大に応 じて日本の 「生活圏」概念をも拡張し

て行くことになる 伽)。

この地政学の影響を見てとれる「東亜協同体」論者に、早くから植民地問題に関心を寄せてい

た植民経済学者 ・加田哲二がいる。加田は1939年 から40年 にかけての論説は、経済のブ

ロック化は植民地住民の隷属化を強化するものであるとして批判し、その矛盾克服のために日

満支の 「全体の利益」のために、土着資本の育成や住民の民族的独立思想の尊重という観点か

ら 「協同主義」を唱えていた。また ドイツ経済学者のアウタルキー経済の論理にきわめて批判

的な立場をとっていた 〔25⊃。こうした加田の姿勢 はその 「東亜経済協同体」構想を、 「東亜に

属する各国の個性を殺 して日本に奉仕せ しめるものでもなければ、また日本が身を亡して、仁

をなすものでもない」と性格づけに集約されていた(26)。 しかし、41年 の加田の論文 「東亜

建設理論の再吟味」は、後進 ・弱小民族の独立は、近接する強大民族との 「協同」によって初

めて獲得できる 「大東亜協同圏」の民族はその結合性 を拒否して欧米陣営に走るという自由は

存在 しない。協同圏の一員であることは 「地政学的必然」である(27}と説くにいたっている。
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すなわち、地政学の民族の自由 ・独立は固有の権利ではなく、ブロックの 「盟主」より与えら

れるものと定義 されるのである。

4.「 大東亜共栄圏論」の克服一 「大東亜国際機構」構想

太平洋戦争の開戦後、日本は南方を掌中に収めたことによって、初めて現実の問題としてい

かなる 「大東亜」建設のビジョンを打ち出すか、 「地域主義」の構想に内実を与える必要に迫

られるが、その方向性はもはや明らかであった。 しかし、盟主論的な論理によって 「大東亜共

栄圏」建設のプランを作 り上げるにしても、民族の 「独立」に配慮しない、単なる植民地主義

の貫徹は避けねばならなかった。ピーター ・ドユース(PeterDuus)氏 が指摘するように、戦

間期の帝国主義にとって、「民族 自決主義」がもはや避けることのできない国際的潮流となって

いたからである(28⊃。つ まり、いかに植民地主義なき 「大東亜共栄圏」を作りあげるかが最大

のテーマとなるのである。例えば、42年1月 に総力戦研究所が作成 した 「大東亜共栄圏建設

原案」は、圏内諸民族の独立の要望は尊重 しなければならないが 「東亜諸民族ノ独立ハ飽ク迄

『東亜新秩序中二存在スル独立国』 トシテ東亜建設 ノ理念二立脚スベキモノニシテ単ナル自由

主義民族 自決主義的理念二基 ク独立 トハ其観念ヲ異ニスルヲ要ス」と述べている伽)。 そこで、

この 「原案」は 「圏内諸民族 ヲシテ各々其所 ヲ得セシメ」という概念を 「自由主義民族自決主

義」に対置している。

「万邦 ヲシテ各々其所ヲ得 シム」という概念は、日本人の労働秩序 ・身分秩序の観念に由来

する 「分」の論理である。各民族や国家が 「分」.に応 じて忠実に役割を果たし、指導国家に奉

仕することによって 「独立」も保障されるというのである。大東亜省の設置が 「植民省」の設

置であり、大東亜外交の消滅であるとして批判を浴びたとき、東條首相はこれを儒教的な家父

長制度になぞらえ、兄弟国に外交儀礼は不要であると説明していたが、いずれにしても日本盟

主論に変わりはなく、政府の描 く共栄圏像は大東亜建設審議会の基本答申(「大東亜建設に関す

る基礎要件」1942年5月)に 現れているように、指導国なる日本が圏内諸国を 「内面指導」し、

政治 ・経済 ・文化の秩序を統制 し、圏外諸国 との交易も指導国の統制の下におかれるという姿

であった(30)。

こうした家父長的な階層秩序の構想 を批判 し、新たな秩序原理による 「地域主義」の構想が

重光葵外相時代(1943年4月1-1945年4,月)に 見 られた。それは中華民国(南 京政府)と の不

平等条約(日 華基本条約)を 清算 し、自主独立 と平等互恵を基調とした新同盟条約を締結 し、

同種の同盟条約をタイ、満州国、さらに独立許与が予定されたビルマ、フィリピンとの間に結
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び、これらの同盟条約網 を基礎に5力 国が平等互恵の立場で 「大東亜国際機構」を作り上げよ

うというものであった`31}。

本構想の基本となる当初の日華同盟条約案(1943年4月)は 、 「共栄圏内各国(日 ・満 ・華 ・

泰 ・ビルマ及比国)ガ ーツノ共同機構ヲ作リ、定時若ハ随時二東:京ソノ他ノ地二於テ会同シ、

戦争遂行上及ビ今 日ヨリ平和時二於ケル協力二付テ協議スルノ組織ヲ成立セシメントスル」と

の前提で、日華間のみならず、ビルマおよびフィリピンとも 「同様 ノ条約ヲ締結シ薙二大東亜

地域二於ケル国際機構ヲ建設スルコ トトスベシ」と述べている(32}。 重光の指示によって外務

省内(政 務局)で 検討されていた一案によれば、日本、中国(南 京政府)、 満州国、タイ、ビ

ルマ、フィリピン(お よび仏印)に よって構成される恒常的な協議機関として 「大東亜会議」

を想定 し、同会議の付属機関として 「大東亜仲裁裁判所」や 「大東亜警察軍」、通貨と通商の

安定のための 「大東亜清算銀行」の設置などを掲げている。外交面では、各国は 「大東亜ノ利

益二反シテ如何ナル国家 トモ条約 ヲ締結セズ、大東亜会議二於イテ無効 トスル場合モアル」と

し、また経済面では大東亜以外の各国との貿易に関する関税は互恵主義により低減し、大東亜

関税収入の三分の一は 「大東亜清算銀行」に払い込む、など主権の一部委譲を含む強力な地域

的共同機構が想定されている。この案の説明文では 「大東亜会議バー種ノ国家連合ヲ目的 トス

ルモ ノナリ。北米合衆国ノ如キ連合国家 トシテ組織スルヲ要スベシ … 同盟関係以上ノ強固

ナル運命共同体 トスルヲ適当 トス」と述べている`33)。

重光の構想は個々の同盟条約案にも現れ、 日満同盟条約案、日タイ新同盟条約案さらに日本

・ビルマ同盟条約案は、相互に自主独立を尊重 し、平等互恵の関係を構築するとともに、「大東

亜国際機構」の一員 として相互の発展をはかるという骨子であった{3ρ。

重光は、以上の省内における検討を念頭に、大本営政府連絡会議において 「大東亜会議の際

宣言などではなく、大東亜連盟[大 東亜国際機構]を 結成 してはどうか」と提案するのである。

重光は、1943年11月 に予定された大東亜会議 を、協議機関としての 「大東璽国際機構」

建設の第一歩 と位置づけ、共同宣言を 「国際機構」の共同綱領 とする考えであった。しかし、

この構想は二っの点で国内的非難を浴びて挫折を余儀なくされる。第一は、日満華の三国は他

の独立国(タ イ、ビルマ、フィリピン)と 対等の地位にはないこと、第二は、国際連盟に類似

する機構の創設は好ましくないこと、であった。そして何よりも日本の指導権が否定される恐

れがあった(35)。

大東亜共同宣言の案文作成にあたった外務省戦争 目的研究会幹事会(1943年8月 設置)に於い

ては改めて議論の対象 となる。 しかし、 「大東亜機構」の権限を広範なものとし、圏内の政治
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経済の根本問題を決する機関とすることには、多くの異論(「 指導国家」としての日本の 「威

令」が低下する恐れはあること、対日協力申の圏内諸国が相互に 「結託」して対 日離反につな

がる恐れがあること等)が 予想された。結局、幹事会は大東亜会議の運用にあたっては、 「各

国平等の票決を以てする決定する等の所謂国際連盟的構成及運用」はこれを避けるという判断

におちつ く(36⊃。

もう一つの争点は、従来の 「指導国理念」をいかに克服するかにあった。幹事会は 「従来の

指導国理念の極度に強調せられたる共栄圏思想は反省を要す」との前提のもとに共同宣言の内

容の検討に入る。 しかし、議論は直ちに圏内諸国の独立尊重と平等互恵という政治経済原則と、

日本のアジァに対する覇権的地位 を前提とする旧来の 「大東亜共栄圏」構想との矛盾に直面す

る。戦後構想といえども圏内に対する 日本の指導権の否定には強い国内的批判が予想された。

そこで、幹事会としては、宣言のなかの 「共同」 「協力」あるいは 「提携」といった言葉のな

かに 「指導」の意味が含まれている、といった説明によって切り抜けて行く外はなかった(37}。

元来、大東亜会議の目的は、43年 秋 と予想された米軍の反抗に備えてアジア諸民族の結束と

戦争協力態勢 を固めるためであ り、重光構想の実現の舞台ではなく、共同宣言の内容も外務省

や重光の意向と軍や他省の意向を取 り入れた 「玉虫色」のものとなる。

重光は、戦中に記 した手記に、大東亜共同宣言は大東亜結束の共同綱領 として、英米の戦後

秩序の理念(戦 争 目的)た る大西洋憲章に 「相対」させるものである、と書いている{38〕。共

同宣言を大西洋憲章に 「相対」させるとは、戦争目的の再定義を意味 し、実際、重光あらゆる

公私の場を利用して大東亜宣言が 日本の実質的な戦争 目的であることを訴える。こうして重光

が大東亜宣言に戦争 目的の再定義 という意図を託 したとすれば、その国際的背景は、43年 に

は大西洋憲章がその起案者たちが意図したものより、はるかに重要な意味をもつようになって

いたことに求められよう。アジアにおける戦争 目的について英米が一致していたわけではなか

ったが、大西洋憲章の諸原則は、実際政治を導 く原理として重要な意味を帯びるにいたってい

た(39}。 重光は大東亜会議の企画と平行 して対独交渉を進め、占領地の独立や 自治の容認とい

う政治 目的を ドイツ側と共有すべ く、日独共同宣言 として発表することを打診 している 〔40}。

ドィッがこれに応ずることはなかったが、重光が戦争の争点としての占領地の処遇問題、すな

わち大西洋憲章の中心的原則が戦後世界を導くことに敏感であったことを示 している。

5.「 資源の開放」と 「開放的地域主義」

ところで、戦争目的研究会において最も議論が紛糾したのは経済分野であった。安東義良(
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条約局長)は 「資源の開放は大きく唱ふる要あり」とし、曾禰益(政 務局第二課長)は これを

フォローして 「戦後圏内のみの完全なる『アウタルキイ 』と云ふことは不可なる旨周知せ しめ

ること必要なり。過剰資源は交易することとせざれば日本は別とし圏内諸国は追随協力 し来た

らざるべ し」と述べている(4D。 さらに、曾禰の意見をセコンドするものとして、共栄圏と外

郭との経済関係について、「共栄圏外の世界が所謂広域経済圏として数個に分たるるや否やに付

予断することは之を避 くるを可とす」という意見も述べられ、幹事会としては、「資源の開放 」

を容認する方向に傾いて行く。この過程で 「資源の開放」に批判的であったのは、1930年

代には最も先端的な開放的な経済 「地域主義」を構想 していた通商局であった。

紛糾の原因は 「資源の開放」問題の前提である、戦後世界の経済体制が自由貿易を指向する

のか、あるいは広域経済圏やブロック経済を指向するのか一一戦後世界経済の展望の不透明さ

にあった。通商局案(「大東亜共栄圏の経済体制」)は、「形式的には各国の合意の形成」を謳い

つつ、実質的には日本の指導のもとに 「共同目的達成のため必要な範囲に於て一定の総合的計

画に基 く統制経済又は協力体制」を敷くものとしていた。この通商局案に対して、松本俊一次

官が、政治体制としては 「自主独立」を容認する方向で議論しているのに対して、通商局案は

圏内の 「計画経済?統 制経済」を前提とし、逆行している点を指摘 した。

松本次官は、通商局案のように、共栄圏内部に於て必要に応じて経済統制を行うということ

になれば 「圏内諸国は恐慌を来すべし」とし、 「実際、政治部門に於ては、例へば 日華関係の

如く根本的変動、転換が起 りつつあり。之に対 して経済的分野に於ても根本的反省の時にある

に非ずや」 「大東亜の諸国は其の国民性よりして計画経済を欲せず、大東亜に於ては結局蘇連

式の計画経済を実行すべからざるに依り、従来の計画経済の考へ方を改めんとするものなり」

と主張 している。これに対し通商局案を起草 した法華津は、 「形の上に於ては自主 ・独立を尊

重するも実質的には之を制限するは政治体制も同様」・、圏内の統制経済は 「当然」であり、ま

た産業者の同意が得られないと反論 している。こうして、共栄圏内の経済体制を 「統制経済」

とするか、 「自由経済」とすべきかを巡って松本次官と通商局との間に激 しい論争が続 くが、

松本次官らの主張に沿って宣言案文では 「資源の開放」が明記される。 「資源の開放」が辛う

じて貫徹された背景には、戦争の勝敗にかかわらず日本の生存のためには 「思い切りて東亜を

開放 し他国との交易を能ふ限 り自由にし、資本技術の導入を促進する」(42)こ とが必要という

「国際主義」への展望が存在 したことに注目しておきたい。

しか しながら、43年 の時点では、 「国際主義」の諸原則が貫かれる世界経済体制が理想で

あるか否かについては外務省にも異論が存在した。例えば、大東亜会議に関して外務省が用意

47



した調書案は、 「欧州近代の世界経済の理念は全く 『地域性』の観念を排 して、国民経済を端

的に世界経済に拡張 したからに外ならない」として 「地域性原理の排除」を批判する。そこで、

この調書案は経済的には自給 自足性 を有し得ない現代の国民経済を、直接に世界経済に連結せ

ず、 「開放的」な共栄圏(広 域経済圏)を 媒介 とすることを主張する。 「共存共栄圏の媒介を

容れず国家が直接に世界に連結する無秩序の開放性 は決 して萬邦の共存共栄を齋すものではな

い」と考えられたか らである。つまり、 「広域経済を包む世界経済は存立の余地を残 している」

のであった(43}。 それは、いわば 「国際主義」との両立する 「開かれた地域主義」の立場であ

り、同様の議論は英字紙 『今 日の日本』(ContemporaryJapan)の 変名論文にもみられる。

この論文は、大西洋憲章に対 して大東亜宣言を 「太平洋憲章」と呼び、モスクワ宜言などを視

野に入れつつ、両憲章に現れた平和の構想を比較 し、大東亜宣言を 「地域主義」の構想と 位置

づける。すなわち、大西洋憲章は世界平和について、PaxA㎎lo一 ㎞ericanあ るいはBritish-

A皿erican-Soviethegemonyの もとで単一の世界システムを求め、そうした意味では普遍 主

義(universalism)を 志向 しているが、大東亜宣言は平和の組織化について第一義的には地域 主

義を志向するものであるとし、それは、閉鎖的なものではなく、地域内外に対する文化的帝国 主

義(culturalimperialism)を 否定 し、文化交流(culturalintercouse)を 促進 し、資源と市 場

への自由なアクセスを保障する開放的地域主義の立場であるとする(44} 。また、この論文は、

安全保障についても地域紛争を拡大させない方途として地域主義的な解決枠組みを提案して

いるが、それは、同時期にウオルター・リップマン(WalterLippman)が 普遍主義的な機構の下で、

例えばパナマとアメリカの紛争が起 こった場合、アメリカはこの世界機構によって解決され る

ことを望むだろうか、と指摘 したウィルソン主義批判に通ずるものがある㈹ 。

6.「 戦後国際機構案」一石橋湛山と清沢洌

大東亜共同宣言は、その内容が 「玉虫色」であったがゆえに、言論界においては日本盟主論

的な旧来の共栄圏論に埋没して行 くが、異なる視点から大東亜宣言を評価しようとしていた言

論人が石橋湛山と清沢洌であった。ことに石橋は、 『東洋経済新報』などを通じて四二年の段

階か ら連合国の戦後経営や 日本の戦後構想の研究の必要性を訴え、また清沢も 「あらゆる場合

を考えて自由に研究するような空気ができなければ国家は危ない」(46}との想いから、連合国

の戦後世界政策をにらみ合わせた 「戦後案」の研究を 「国際関係研究会」などの私的な会合の

場で開始 していた。従って彼らは、日本の 「戦後構想」という視点から大東亜宣言を評価する

ことが可能であった。しかし、1943年 後半には 「購和招来を希求するが如き思想その他の厭戦
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思想」が取締まりの対象 となるなかで 柳}、 公然たる戦後構想の発表は困難 とな りつつあり、

大東亜共同宣言を利用する形でその構想を明らかにして行ったという解釈が正鵠を得ているの

かも知れない。

石橋 と清沢が 「戦後案」の研究に取 り組んだ一っの理由は、戦争勃発の原因は 「消極的」に

は 自存 自衛であるが、 「積極的意味」においては 「世界の被圧迫民族の解放」である以上、こ

の 目的のために何 らかの 「戦後経営の具体策」を案出する必要があるという動機によっていた

(48}。この点で大東亜宣言は有力な手掛かりを与えていた。

清沢は大東亜会議からまもなく、高橋亀吉、石橋 とともに青木大東亜相を招いた。しかし、

青木は 「大東亜宣言はあれで行く。機構は造 らず、日本は指導者顔はしない」と述べただけで、

清沢からみれば、戦後機構問題に 「乗 り気でない」、 「戦争遂行だけで手一杯」と映った(49)。

清沢 らは大東亜宣言を基礎に戦後機構案の作成について政府の意欲を促 したのであるが、少な

くとも大東亜省にとっては、宣言は戦争遂行の手段 としてのプロパガンダ以上のものではなか

ったことを示している。清沢は政府に宣言の具体化の方法について策がないことに失望を感じ、

その後、積極的に政府に働きかけることはなかった。

清沢や石橋が本格的に 「戦後案」に取 り組むのは、四四年の後半からであるが、一つの理由

は連合国側の戦後機構案が輪郭 を整えてきたことである。ことにダンバートン ・オークス会議

(1944年8月 一10月)の 結論として、国際連盟にかわる新たな平和維持機構の構想として 「一

般的国際機構の設立に関する提案」が発表されたことは、清沢らの研究を刺激した。もう一っ

の理由は、小磯内閣に留任 した重光外相が大東亜相を兼ね、戦時外交の実権を掌中に収め、さ

らに大東亜宣言の意義を強調 し始めたことにあった。例えば、清沢は、44年9月 の衆議院予算

総会において、重光が大東亜宣言の諸原則を織 り込んだ 「日本外交五原則」(大東亜宣言の主要

原則に内政不干渉主義、民族主義の尊重を加えたもの)を 日本外交の基礎 とする、と答弁した

ことに賛同を惜 しまなかった(5ω 。 しかし、重光の強調する 「日本外交五原則」は 「画期的な

声明」ではあったが、相変わらず 「具体策」には欠けていた。

清沢 によれば、大東亜宣言を 「補完」する具体策の作成のためには、①大東亜諸国の協力の

方法、②大東亜が世界秩序の運用において如何なる位置を保つか、について議論を規定するこ

とであった。①のためには何らかの 「常設機関」が必要であり、②については、 「大東亜建設

は世界平和の確立があって始めて可能」であり、 「大東:亜共栄圏が他の共栄圏と如何なる関係

を持つか、また幾つも出現するであろう世界の共栄圏を統轄する機構は如何なるものであるか

の課題に答える必要がある」という(5η 。
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清沢 と石橋は私的な研究グループー国際関係研究会などにおいて盛んに 「戦後案」の研究を

行う{52⊃。神川彦松、横田喜三郎、平貞蔵らを交えた議論の中心は、ダンバー トン ・オークス

提案を踏 まえて、戦後国際秩序が 「地域主義」となるか 「国際中央主義」となるか、さらに 「

戦後国際機構を地域主義(リ ージョナリズム)の 上に置くか、それとも一般的国際主義(ジ ェ

ネラル ・インターナショナ リズム)の 上に置 くか」であった(53}。 これらの議論を踏まえ44年

末までに石橋によって 「戦後機構案」が作成される。それは、政治的議論を避け、経済的機構

に的を絞ったもので、案の骨子は 「世界を三極に分け、地域理事会と世界理事会との二っにす

る」 というものであった(54}。

清沢によれば、ダンバー トン ・オークス案は要するに、理事会が 「強国の発言力」のみによ

って運営され、「国際的警察力」を保持する 「強国の支配機構」であるとすれば、 「世界の被圧

追民族の解放」を戦争目的に掲げる日本は、大束亜宣言の諸原則に基づく新たな 「対抗理論」

を用意する必要があった。その 「対抗理論」が石橋案であった。

石橋は前述のように大東亜宣言を評価しつつも、清沢と同じく、その後何らの具体案が提出

されず、現実的基礎に欠ける点をダンバー トン ・オークス提案に対置させつつ批判する。すな

わち、世界平和の保障機構案としてのダンバー トン ・オークス案が 「大西洋憲章を一層詳細な

実行案に化せるもの」であるの対 して、 「遺憾ながらわが方には、いまだこれに対抗すべきも

のがない」のであった。しか しダンバー トン ・オークス案は、国際連盟と異なり、米英支仏の

五力国同盟に基礎をおく点で現実的であるとされるが、それは 「デモクラシーの原則」に反し

て常任理事国の構成員の選出は投票と選挙によるのではなく米英ソ三国にのみ委ねている。こ

こに同案は容認できず大東亜宣言の諸原則を基礎 とする 「新世界機構」を考案する必要がある、

という(55〕。

こうした議論を踏まえた石橋案は、当面は経済機構に焦点を絞った 「世界経済内の地域主義」

の主張であった。圏内の自給 自足経済を目標とする広域経済圏の構想を、経済の自然の要求た

る 「国際分業主義」に反するとして排除したうえ、まず世界を三つの広域圏に分ける。それぞ

れの広域圏には「常設圏際委員会」をおき、この地域委員会は圏内の経済計画を立案し、他地域

と交流を要するものは世界委員会(「 常設圏際委員会」)に報告し、「圏際委員会」は世界全体 の

見地から調整するという 「世界経済機構」構想である 〔56)。

一方、・清沢も 『東洋経済新報』紙上において、ダンバートン ・オークス提案を解説したのち、

石橋 と同様に強国中心の戦後機構案であることを批判 しつつも、1945年2月 には、それを

基礎 とした修正案として 「世界秩序に関する私案」を発表する。骨子は、①資源開放 ・経済的
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封鎖の排除の項 目の挿入、②枢軸国の排除を意味する 「平和愛好国」のみが加入を許されると

する条項の削除、③理事会権限の縮小、④国際調停裁判所の創設、⑤自由通商 ・人種差別撤廃

を保障する条項の新設、⑥一律相互軍縮の原則の明記、などである。これらの条項の趣旨は、

次に述べる45年4月 の大東亜大使会議宣言とほとんど変わるところはない。清沢はこの 「私

案」の公表にあたって、連合国側のダンバー トン ・オークス案を基礎とした理由について、 「

それが何人によって勘案 されたにしても、よって以て世界平和に貢献するものであればこれを

取リ入れるに吝かでないことを示 したいからである」と述べている(57}。 それは、大東亜大使

会議宣言にも通ずる観点であったといえよう。

7.「 地域主義」か ら 「国際主義」へ

鈴木内閣の成立からまもない45年4月 末、大東亜大使会議が開催される。研究史の上では

ほとんど注 目されないが、終戦時の 「東郷外交」を語るとき、国内的拘束に悩まされた対ソ外

交に比べて、そこには見逃せない独 自性が含まれているように思われる。この会議は元来、 「

第二次大東亜会議」として重光外相時代の末期に計画されたものであった。会議の 目的は 「決

戦段階」における大東亜の結束強化 と 「反枢軸桑港[サ ンフランシスコ]会 議開催に対抗 し、

積極的に対敵政治攻勢を展開する」ことにあった(58}。 会議の冒頭、東郷外相は、この戦争は

世界的規模においては 「公正なる国際秩序」をめぐる 「闘争」であると演説し、次の諸原則を

「世界秩序建設の為の指導原則」として提案した。

① 「国際秩序確立の根本的基礎」としての 「政治的平等、経済的互恵及固有文化尊重」およ

び 「人種差別の撤廃」、② 「国の大小を問わず政治的に平等の地位を保障せられ、且其の向上

発展に付均等の機会を与へらるべく、政治形態は各国の欲する所に従ひ、他国の干渉を受くる

ことなかるべし」、③ 「植民地的地位にある諸民族を解放」、④ 「資源、通商、国際交通の璽断

を排除 して経済の相互交流を図る」、⑤文化の相互尊重と文化交流(59)。 これらの国際原則に

は大東亜宣言の主要原則は含 まれているが、大東亜の結束に必要な固有の原則というより 「国

際主義」の系列に連なる諸原則の羅列であ り、「米国務省によって起草されといってよい内容」

と評 される所以である(60)。 こうした戦争の争点を越える理念の提示が可能となったのは、外

務省をとりまく内外環境の変化の故であったと言い得る。大東亜宣言の立案が、軍部や大東亜

省 との厳 しい折衝のなかから生まれたものであるとすれば、この大使会議宣言は国内的 ・国際

的現実との緊張関係や圧力から解き放たれたところに成立した宣言であった。重光の大東亜共

同宣言が 「地域主義」を志向するものであったとすれば、東郷の大東亜大使会議宣言が 「普遍
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主義」を志向するものであったと位置づけられよう。こうした 「国際主義」への確信は、米英

の勝利 というよリ、「国際主義」それ自体の 「勝利」を予見 していた所に強靱さがあったという

べきであろう。

45年6月 の地方総監会議において、「最近の国際情勢」を語った東郷は、とくに日本の戦争

目的にっいて触れ、日本の外交方針は 「米英を含めたる全世界に対し恒久的世界平和を招来す

るの大道」を示すものでなければならず、大使会議宜言は、大東亜の解放のみならず 「世界に

萬邦共栄の国際新秩序」を樹立するための 「公正なる戦争 目的」であり、 「真に一億国民の一

人一人の信念」となる必要があると説いている。それは戦争の帰趨如何にかかわらず、「国際主

義」を受容する心理的準備を促 しているかのようである`61,。
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